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別記様式第 1号 別添  

浜の活力再生プラン 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 請戸地区地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 髙野一郎（相馬双葉漁業協同組合請戸地区代表） 

 

再生委員会の構成員 浪江町、相馬双葉漁業協同組合（請戸地区）、有限会

社柴栄水産 

オブザーバー 福島県（水産課、水産事務所、水産資源研究所） 

 

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類 

福島県浪江町請戸地区 

所属漁業者数：１１６名 

小型機船底びき網(20)、機船船びき網(51)、さし網

(28)、かご(61)、固定式さし網(28)、つぼ(1)、どう

(2)、地びき網(1)、潜水器(5) 

 

※ かっこ内の数字は、漁業許可数。 

 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

 相馬双葉漁業協同組合請戸地区（以下「請戸地区」）は、福島県浜通りのほ

ぼ中央である浪江町に位置している。浪江町は、東京電力（株）福島第一原子

力発電所の近傍にあり、以前は約 2万人が暮らしていたが、平成 23年 3月の

福島第一原発事故（以下「原発事故」）の影響で全町避難を余儀なくされた。

現在は、避難指示の一部が解除され、およそ 1,700人が町に戻っており、徐々

に再建が進んでいる。そうした浪江町にとって、基幹産業の 1つである請戸地

区の漁業は、復興の象徴となっている。 

 東日本大震災（以下「震災」）以前の請戸地区では、小型船によるさし網や

船びき網などの沿岸漁業が営まれており、震災前の平成 22年時点では、コウ

ナゴ・シラス等の浮魚やヒラメ・カレイ類等底魚の水揚げ数量は 2,360トン、

金額は 7億 4,000万円であった。 

福島県の沿岸漁業（沖合底びき網漁業含む）は、震災後に操業を自粛し、平成

24 年から試験操業が開始された。請戸地区は、原発近傍のため、漁業復興の

歩みは遅く、水揚げの拠点である請戸魚市場が再開したのは、令和 2年 4月で

あった。現在の請戸地区は、正組合員数 116名、漁船隻数 29隻となっている。 
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再開された魚市場では、地元買受業者の㈲柴栄水産を中心に、水揚げされた

シラス等の浮魚やヒラメ・カレイ類等底魚の流通・販路拡大に取組んできた

が、令和 3年 2月 13日の福島沖地震により荷さばき施設等に大きな被害が生

じた。試験操業が令和 3年 3月末に終了し、本格的な操業へ移行する段階へ進

んだ現在、今後の漁獲量増加に対応するために施設の修繕のほか、生産から流

通、消費に至る総合的な取組が必要となっている。 

 

（２）その他の関連する現状等 

〇風評払拭の取組 

 請戸地区の青壮年部及び女性部は、震災前から浪江町を含む近隣市町の産

業祭等に参加し、魚のおいしさを伝える普及活動を行ってきた。震災後から

は、特に地元で開催される浪江十日市祭に積極的に参加している。請戸地区が

福島第一原発の近傍であることもあり、消費者からは放射性物質についての

質問もしばしばあるが、丁寧に対応することで風評対策に繋げている。 

また、浪江町の酒蔵である鈴木酒造店と連携してテレビ出演し、魚料理と日

本酒「磐城壽」を合わせて PRしている。さらに、令和 2年 8月にオープンし

た「道の駅なみえ」では、（有）柴栄水産他から卸された水産物や加工品を常

設棚で販売する、レストランでの地元水産物を提供する等の活動を行い、県産

水産物の活用に貢献している。 

 

〇新たな漁法「底建網」へのチャレンジ 

 震災後、請戸地区の漁業者の中には、津波被害を考慮して漁港から離れた地

区に自宅を再建せざるを得ない者もおり、そうした漁業者は、さし網をはじめ

とした漁具の手入れ作業に時間を割くことが難しく、省力化が求められた。 

この打開策として、請戸地区の漁業者により、底建網の導入が検討されてい

る。底建網漁法は、主に北海道や青森で行われる漁法で、漁労作業全般を軽減

（漁期中、網を敷設したままにできるため）することが期待できる。 

当県での許可実績がない漁業のため、請戸地区の漁業者は、先進地である北

海道・青森で研修や、特別採捕許可による漁獲調査を行い、導入に向けた知見

の収集、運用方法の検討を行っている。 

  

〇トラフグ延縄への着業 

 近年、高級魚であるトラフグの来遊量が増加していることから、着業する漁

業者が増えている。新規魚種のため漁業技術や付加価値形成に関するノウハ

ウに乏しいことから、請戸地区のみならず相馬双葉漁業協同組合全体で、ブラ

ンド化及び資源管理に向けた協議を開始している。 
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３ 活性化の取組方針 

（１）基本方針 

【漁業収入向上のための取組】 

①漁獲量増加による収入向上〈漁獲量向上〉 

 ○ 平成 23年 3月の原子力発電所事故の影響により、福島県の沿岸漁業は

操業自粛を余儀なくされたが、漁業再開を見据えて、小規模な操業と販売

により出荷先での評価を調査する「試験操業」を行ってきた。試験操業は、

平成 24 年より開始され、徐々に対象魚種や漁獲量を増やしてきたが、令

和 2 年度末時点でも、県全体の漁獲量は震災前の 17％程度にとどまって

いる。 

その中でも原発近傍に位置する請戸地区は、水揚げの拠点である請戸魚

市場の再開が令和 2 年 4 月になるなど、特に復興の歩みが遅い地域であ

る。 

令和３年３月に開催された県下漁業協同組合長会議において、当県漁業

者が、試験操業を終了し本格操業に向け操業拡大に取り組む決定をしたこ

とで、請戸地区でも、同様の取組を行うこととなった。 

○ 請戸地区の漁業者は、この取組により漁獲量増加による収入向上を図

る。 

○ 漁協は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き取りを行い、漁業

者へ周知することで、需要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験

操業において得られた県産水産物への評価を損なわずに段階的な操業拡

大が実施できるよう取り計らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化〈単価向上〉 

 ○ 漁協は、令和 4年度福島県産水産物競争力強化支援事業（ブランド強化

機器等整備支援事業）により、漁獲物の高品質化が図られる冷海水装置及

び酸素濃縮装置等の鮮度保持機器を導入する。 

◎ 漁業者は、導入した機器を活用し、高級魚種を活魚として水揚げする

ことで、単価の向上を図る。対象魚種は、請戸地区で活魚としての取引実

績がある漁獲物のうち１２魚種（トラフグ、ヒラメ、ホシガレイ、イシガレイ、

マコガレイ、マダイ、キアンコウ、アイナメ、スズキ、マゴチ、マダコ、ミズダコ）

とする。 

○ また、特に単価が高く、近年水揚量が増加しているトラフグについて

は、鮮度保持機器の活用のほか、漁協全体でのブランド化へ向けた取組

を併せ、単価の向上を図る。 
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◎ 福島県相馬双葉漁業協同組合におけるトラフグのブランド化と資源有

効利用へ向けた取組について 

・ 従来、当県漁業においてトラフグは重要魚種ではなかったが※1、近年、

高級魚であるトラフグ※2 の来遊量が増加し、はえ縄漁業によるトラフ

グの漁獲を行う漁業者が増えている。しかし、当県ではほとんど漁獲が

なかったため、漁業技術や付加価値形成に関するノウハウに乏しい。 

・ このことから、漁業者、漁協及び仲買業者は、他県先進地へ出向くな

ど積極的な情報収集を行い取扱い・流通方法を検討、実行することでブ

ランド化を目指す。さらに、鮮度保持機器を活用し高品質な状態で水揚

げすることで、単価の向上を図る。 

・ また、試験研究機関の指導のもと、漁業者は、サイズ、海域及び漁期

の規制等による資源保護を開始する。 

  ※1 当県のトラフグ水揚量は「フグ類」としてまとめられる程度の量しかなかっ

た（カレイ類は 13 種類に分けて集計するなど、重要魚種は細かく集計してい

る）。 
   ※2 請戸地区の基準年（Ｒ２）トラフグ活魚の平均単価は 2,468 円/kg で、同地

区の同年における漁獲魚 67魚種の中で 2番目に高かった。 

  

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設、貯氷冷凍庫） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協は、荷さばき施設、貯

氷冷凍庫について適切な維持管理を行い、当該施設を活用した漁業収入向

上のための取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、荷さばき施設及び貯氷冷凍庫を活用して漁獲量の増加による

収入向上の取組を行う。 

 

【コスト削減のための取組】 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協は、上架施設について

適切な維持管理を行い、当該施設を活用したコスト削減のための取組が円

滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メンテナンスを適切

に行うことで、船底付着物による燃費低下を防ぎ燃油使用量を削減す

る。 

 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装することにより、燃油使用量
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の低減を図る。 

 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、燃油使用量を削減

する。 

 

❹船底清掃 

 ・ 漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着物による燃費低下を防ぎ、燃

油使用量を削減する。 

 

 

（２）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

〇福島県漁業調整規則 

 ・第 21条：資源管理の状況等の報告（漁獲量、操業日数、操業区域などを

県へ報告） 

 ・第 38条：漁具の規制（自家用釣料板びき網及びほっき桁網のふくろ網の

目合制限） 

 ・第 40条：採捕サイズ及び採捕期間の規制（ほっきがい） 

 ・第 41条：河口付近における採捕の制限（請戸川） 

 

【ヒラメ資源の管理】 

○福島海区漁業調整委員会指示第四号 

・ 福島県海面において、全長３０センチメートル未満のヒラメは採捕して

はならない。ただし試験研究機関等が試験研究のために採捕する場合は、

この限りではない。 

・ 平成 5 年から、県内漁業者による取り決めで全長 30cm 未満の水揚げ、

販売の禁止を実施していた。 

・ 震災後は、全長 50㎝未満のヒラメを水揚げしないこととし、実施して

いる。 

 

（３）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

 １年目（令和３年度） 所得向上率（基準年比）０．２％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

・ 漁業者は、操業日数の段階的な拡大を検討し、漁獲量

の増加による収入向上へ向けた準備を行う。 

・ 漁協は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き
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取りを行い、漁業者へ周知することで、需要に見合った

水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業において得られ

た県産水産物への評価を損なわずに段階的な操業拡大

が実施できるよう取り計らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 漁協は、Ｒ4 年度福島県産水産物競争力強化支援事業

（ブランド強化機器等整備支援事業）の活用に向けて地

区内漁業者の要望を取りまとめ、水揚げ物の高品質化の

ための鮮度保持機器（冷海水装置及び酸素濃縮装置等）

の導入台数やメーカー等を選定し、県への事業計画書等

提出の準備を行う。 

・ 漁業者は、先進地での情報収集、漁協全体によるブラ

ンド化に向けた協議を行う（先進地である静岡県浜名漁

協及び舞阪漁港等の視察を予定）。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導のもと、サイ

ズ、海域及び漁期の規制等による資源保護内容の検討を

行う。 

 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設、

貯氷冷凍庫） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、荷さばき施設、貯氷冷凍庫について適切な維持管理

を行い、当該施設を活用した漁業収入向上のための取

組が円滑に実施できるようにする。 

● 漁業者は、荷さばき施設及び貯氷冷凍庫を活用し

て漁獲量の増加による収入向上の取組を行う。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、上架施設について適切な維持管理を行い、当該施設

を活用したコスト削減のための取組が円滑に実施でき

るようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メン

テナンスを適切に行うことで、船底付着物による燃費

低下を防ぎ燃油使用量を削減する。 

➋省エネ機器等導入 



7 

 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

❹船底清掃 

 ・ 漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着物による

燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

 

２年目（令和４年度） 所得向上率（基準年比）３．５％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

・ 漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁獲量を

基準年+2.0％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 漁協は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き

取りを行い、漁業者へ周知することで、需要に見合った

水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業において得られ

た県産水産物への評価を損なわずに段階的な操業拡大

が実施できるよう取り計らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 漁協は、Ｒ4 年度福島県産水産物競争力強化支援事業

（ブランド強化機器等整備支援事業）等により鮮度保持

機器を導入する。漁業者は、導入した機器を用いて高品

質の漁獲物を水揚げし、単価の向上を図る。 

・ 漁業者、漁協及び仲買業者は、1年目のトラフグ先進

地視察による情報等を基に、請戸地区に合った漁獲方

法、水揚げ方法及び販売方法の検討を進めると供に、漁

協全体によるブランド化に向けた協議を行う。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導のもと、漁

獲するトラフグのサイズ、海域及び漁期の規制等によ

る資源保護を開始する。 

 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設、
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貯氷冷凍庫） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、荷さばき施設、貯氷冷凍庫について適切な維持管理

を継続し、当該施設を活用した漁業収入向上のための

取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、荷さばき施設及び貯氷冷凍庫を活用して

漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、上架施設について適切な維持管理を継続し、当該施

設を活用したコスト削減のための取組が円滑に実施で

きるようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メン

テナンスを適切に行うことで、船底付着物による燃費

低下を防ぎ燃油使用量を削減する。 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

❹船底清掃 

 ・ 漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着物による

燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

福島県産水産物競争力強化支援事業（機器整備事業） 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

 

３年目（令和５年度） 所得向上率（基準年比）８．３％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

・ 漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁獲量を

基準年+5.0％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 漁協は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き

取りを行い、漁業者へ周知することで、需要に見合った

水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業において得られ

た県産水産物への評価を損なわずに段階的な操業拡大
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が実施できるよう取り計らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 漁業者は、Ｒ4 年度福島県産水産物競争力強化支援事

業（ブランド強化機器等整備支援事業）等により導入し

た酸素発生装置を活用した高品質水産物の水揚げを継

続する。 

・ 漁業者は、浜プラン 2年目までに検討した結果に基づ

きトラフグ漁獲方法、水揚げ方法及び販売方法を定め、

実践する。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導を踏まえ、関

係者間での協議の上で、漁獲するトラフグのサイズ、海

域及び漁期等を最適化し、資源保護を継続する。 

 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設、

貯氷冷凍庫） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、荷さばき施設、貯氷冷凍庫について適切な維持管理

を継続し、当該施設を活用した漁業収入向上のための

取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、荷さばき施設及び貯氷冷凍庫を活用して

漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、上架施設について適切な維持管理を継続し、当該施

設を活用したコスト削減のための取組が円滑に実施で

きるようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メン

テナンスを適切に行うことで、船底付着物による燃費

低下を防ぎ燃油使用量を削減する。 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 
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❹船底清掃 

 ・ 漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着物による

燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

 

活用する支援措 

置等 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

 

４年目（令和６年度） 所得向上率（基準年比）１１．８％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

・ 漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁獲量を

基準年+7.0％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 漁協は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き

取りを行い、漁業者へ周知することで、需要に見合った

水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業において得られ

た県産水産物への評価を損なわずに段階的な操業拡大

が実施できるよう取り計らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 漁業者は、Ｒ4 年度福島県産水産物競争力強化支援事

業（ブランド強化機器等整備支援事業）等により導入し

た機器を活用した高品質水産物の水揚げを継続する。 

・ 漁業者は、前年に定めたトラフグ漁獲方法、水揚げ方

法及び販売方法の実践を継続する。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導を踏まえ、関

係者間での協議の上で、漁獲するトラフグのサイズ、海

域及び漁期等を最適化し、資源保護を継続する。 

 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設、

貯氷冷凍庫） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、荷さばき施設、貯氷冷凍庫について適切な維持管理

を継続し、当該施設を活用した漁業収入向上のための

取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、荷さばき施設及び貯氷冷凍庫を活用して

漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。 
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漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、上架施設について適切な維持管理を継続し、当該施

設を活用したコスト削減のための取組が円滑に実施で

きるようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メン

テナンスを適切に行うことで、船底付着物による燃費

低下を防ぎ燃油使用量を削減する。 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

❹船底清掃 

 ・ 漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着物による

燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

 

５年目（令和７年度） 所得向上率（基準年比）１６．６％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上 

・ 漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、漁獲量を

基準年+10.0％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 漁協は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き

取りを行い、漁業者へ周知することで、需要に見合った

水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業において得られ

た県産水産物への評価を損なわずに段階的な操業拡大

が実施できるよう取り計らう。 

 

②鮮度保持機器導入等による高品質化  

・ 漁業者は、Ｒ4 年度福島県産水産物競争力強化支援事

業（ブランド強化機器等整備支援事業）等により導入し

た機器を活用した高品質水産物の水揚げを継続する。 

・ 漁業者は、３年目に定めたトラフグ漁獲方法、水揚げ
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方法及び販売方法の実践を継続する。 

・ 漁業者及び漁協は、試験研究機関の指導を踏まえ、関

係者間での協議の上で、漁獲するトラフグのサイズ、海

域及び漁期等を最適化し、資源保護を継続する。 

 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設、

貯氷冷凍庫） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、荷さばき施設、貯氷冷凍庫について適切な維持管理

を継続し、当該施設を活用した漁業収入向上のための

取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、荷さばき施設及び貯氷冷凍庫を活用して

漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である漁協

は、上架施設について適切な維持管理を継続し、当該施

設を活用したコスト削減のための取組が円滑に実施で

きるようにする。 

・ 漁業者は、上架施設を活用し、船底清掃等の漁船メン

テナンスを適切に行うことで、船底付着物による燃費

低下を防ぎ燃油使用量を削減する。 

➋省エネ機器等導入 

 ・ 漁業者は、エンジン等を省エネ機器へ換装すること

により、燃油使用量の低減を図る。 

❸減速航行 

 ・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、

燃油使用量を削減する。 

❹船底清掃 

 ・ 漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着物による

燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

 

（４）関係機関との連携 
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行政（福島県）、水産関係団体（福島県漁業協同組合連合会など）、水産加工業

者、観光業者及びその団体と連携し、プラン実現を推進する。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上

10％以上 

基準年 令和２年度：漁業所得（構成員総所得）    千円 

目標年 令和７年度：漁業所得（構成員総所得）    千円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性
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５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

浜の活力再生・成長

促進交付金 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施

設、貯氷冷凍庫） 

・ 荷さばき施設、貯氷冷凍庫について適切な維持管

理を行い、漁業収入向上のための取組が円滑に実施

できるようにする。 

➊水産業共同利用施設の適切な維持管理（上架施設）

・ 上架施設について適切な維持管理を行い、コスト

削減のための取組が円滑に実施できるようにする。 

福島県産水産物競争

力強化支援事業 

②鮮度保持機器導入等による高品質化

・鮮度保持機器（冷海水装置及び酸素濃縮装置等）を

導入。 

・トラフグのブランド化に向けた取組

・これらの取組により、単価の向上を図る。

省エネ機器等導入推

進事業 

➋省エネ機器等導入

・コスト削減のための取組

・エンジン等を省エネ機器へ換装することにより、燃油

使用量の低減を図る。 

※関連事業には、活用を予定している国（水産庁以外を含む）、地方公共団体等

の補助金・基金等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約

するものではない。

※具体的な事業名が記載できない場合は、「事業名」は「未定」とし、「事業内容

及び浜の活力再生プランとの関係性」のみ記載する。




